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変革のもと、日本がいかに世界で競争力を確保す
るかを考える必要がある。社会を構成するすべて
の段階における世界No.1の生産性の達成や、
2050年ゼロ・エミッション社会実現等の課題へ
の対応をＩｏＴを通じて目指さなければならない。
また、これらの取り組みを支えるＩｏＴ人材の産学
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の 。日本の電機メーカーもネットワーク家電を

開発してきだった。
ドイツでは、部品から組み立て、販売までをＩｏＴ
で連携させ、オープンにする「インダスが

情報を況・労働者のバイタルデータ・ヒコス
ト高
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要タの活用を促進す
るには

ービスが生まれて
いる。金融庁はこれまでに金融機関によるＩＴ企業
等向けの出資規制の柔軟化や仮想通貨交換業者
の信頼性確保を目的とした制 度整備を行った他 、
家計簿アプリ等利用者保護の観点からの制度整
備も検討している。
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等で検討がなされている。
これまでの日本のフィンテックベンチャーは欧米

追随型であったが、今後は、ビジネスの現場と交
流し、革新的なサービスをつくり出す人材が期待

される。産学官金連携によるＩＴベンチャーの育成
も支援したい。

シンポジウム



■ 発言要旨 ■
前川 総務省東海総合通信局長
これまでの実証実験の成果を横展開し、ＩｏＴ
を「実装」の段階に進めるため、ＩＣＴ業界とユー
ザー企業をつど燓ど燓れ界 に企
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銃該みが必要で
ある。
ＩＣＴ人材は、ユーザー企業側に著しく少ない。
人材が流動する仕組みを官民一体となって整える
ことも必要である。育成では、ＩｏＴを製品につな
げる企画力や周囲の人を巻き込む力、文理の枠を
超えた学際的なスキルやセキュリ

の効率化を可能とする「金融ＥＤＩ
（Electric Data Interchange）」についても、

2020年を目途に実現を目指し、企業や業界団体、
財務省や大学等から構成される等 構 大、途 さのため、民間と連携した気象や市場デー

タの活用も重要である。
ＩＴを活用した視える化とカイゼン活動の組み
合わせによる生産コスト削減・効率化等、産業界
の手法を取り入れたモデルの構築にも取り組んで
いる。
農業現場を理解し、ＩｏＴ活用の提案ができる人
材が期待される。農業データを解析して農産物の
マ が 佇 デ嶝デデも取しズのを り燓りﾔし璻璻 璻佇璻 璻璻がズ 㓇理


